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１．「DX BOOSTER」の提供 

（１）開発の経緯 

 ＤＸの推進が喫緊の経営課題に浮上する一方で、『ＤＸについて、何処から・何から着手するべき

か分からない』などの悩みを抱える金融機関は多いと想像される。この背景に、自行庫内における

ＤＸ人材の不足が挙げられる。ＤＸを事業計画に落とし込んだり、ＫＰＩの設定やＰＤＣＡサイク

ルを回したりできる役職員の不足が目立つ。また自らＨＰ解析や顧客データ分析を行い、現状およ

び課題を可視化することも苦手とされる。 

 こうした金融機関の抱える課題を解決すべくシナジーマーケティング株式会社は、2021 年７月、

デジタルマーケティング担当者自走支援サービス「DX BOOSTER」の提供を開始し、デジタルマーケ

ティング人材の内製化（育成）支援に乗り出した。 

 

（２）同社の概要 

 シナジーマーケティング株式会社は、クラウドＣＲＭ関連製品およびサービスの提供、戦略構築

支援を行う企業で、取引金融機関は 50 行庫を超える（図表１）。同社の強みは、単にシステムを提

供するに留まらず、導入時コンサルティングや操作・活用研修といったサポートまで一貫して対応

できることである。 

 

 （図表１）会社概要 

社  名 シナジーマーケティング株式会社 

大阪本社 大阪府大阪市北区堂島 1-6-20 堂島アバンザ 21F 

創  業 2000 年 9月 

Ｈ  Ｐ https://corp.synergy-marketing.co.jp/ 

 （備考）図表１・２ともに同社資料より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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 信用金庫がＤＸの実効性を高めるには、ＨＰ解析や顧客データ分析、事業計画への落とし込みな

どを担当するデジタルマーケティング人材を育成する必要がある。 

 シナジーマーケティング株式会社は、2021 年７月、デジタルマーケティング担当者自走支援サ

ービス「DX BOOSTER」の提供を開始した。 

 同サービスは、金融機関が新たにシステムを導入する訳ではなく、同社コンサルタントの伴走支

援のもと、自行庫のＨＰ解析などを役職員が自ら行う仕組みである。 

 2022 年４月現在、長野銀行などが同サービスを導入済みである。同社には、デジタルマーケテ

ィング人材の内製化（育成）に取り組む地域銀行・信用金庫からの照会がみられる。 

 



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

２．「DX BOOSTER」の仕組み 

（１）特徴・流れ 

 同サービスは、システム導入を前提とせず、同社コンサルタントの伴走支援のもと、担当者（デ

ジタルマーケティング人材の候補者）が自行庫のＨＰ解析などを行う仕組みである。そのため同サ

ービスは実務と研修の両面を併せ持つ。同社では、ＨＰ解析や顧客データ分析、ＤＸ関連の事業計

画の立案、ＫＰＩ設定、ＰＤＣＡサイクルによる進捗管理などを能動的に実施可能な役職員をデジ

タルマーケティング人材と位置付け、優先して育成することを勧めている。 

 同サービスの提供期間は６か月間を基本とする（図表２）。最初の１か月間で、自行庫の解決すべ

き課題や担当者が習得するべきスキルなどのゴールを設定する。その後の６か月間は、担当者によ

る具体的な自行庫ＨＰの解析などとなる。期間中、同社コンサルタントは、ミーテイングなどを通

じて担当者が自走するまでを支援する。 

 

（図表２）DX BOOSTER の流れ（代表例） 

 【初期分析・ロードマップ策定】 

  

１週間 

ヒアリング・状況分析 

・ ヒアリングで企業目標（短期・長期）、企業課題、既存データ状況を確認

し、同社コンサルタントが企業担当者のリテラシーレベルを把握 

・ 提供されたデータを分析し現状を把握 

  

１か月 

初期分析より課題抽出・ロードマップ・育成計画提示 

・ 既存データの分析結果とヒアリング内容より、企業の状況に合わせて最

も有効な目標達成のための長期ロードマップ」と「プログラム終了時点の

ゴール設定」「プログラム期間中のカリキュラム」を提示 

 【月次定例】 

  

１か月～６か月 

月次定例 

・ 初期に設定したカリキュラムに基づき、データの活用方法をマニュアル

で説明し、実際に企業データを使った実践型学習を繰り返すことでノウ

ハウを習得する。 

 

（２）他のＤＸ人材育成手法との違い 

 担当者は、自行庫の保有するシステムを用いてＨＰ解析などを行うので、現場目線に立った実務

に即したノウハウ習得が可能である。また同サービスは、日常業務の一環として取り組む仕組みの

ため、複数部門（複数人）を同時に育成できる点も特長と言える。 

 地域銀行のなかには、高度なエンジニア・データサイエンティストを養成するべくシステム会社

等に行員を出向させる事例もあるが、同サービスとは育成すべきＤＸ人材像が異なるので、棲み分

け可能と考えられる。 

 

３．導入効果の例 

 2022 年４月現在、長野銀行が同サービスを導入済みである（第１号）。同サービス実施の成果と

して、同行はデジタルマーケティング人材の育成に加え、①デジタル化施策に関する行内認知と理

解、②「分析し、考察し、意見交換する」習慣の獲得などを挙げる。 

                                       以 上 


